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１．紀の川の概要（流域の概要）

○ 流域面積：1,750ｋｍ2

○ 幹線流路延長：136ｋｍ（国管理区間 本川62.4ｋｍ、貴志川6.0ｋｍ、大滝ダム区間20.3ｋｍ）
○ 流域市町村：8市8町4村（和歌山県内5市4町、奈良県内3市4町4村）
○ 流域内市町村人口 ：約67万人
○ 上流に多雨地帯である大台ヶ原を擁し、年間降雨量は2,100ｍｍに上る。（全国平均1,600ｍｍ）
○ 中上流部に狭窄部となる農業用の取水堰が存在。また、堤防未整備箇所が多く存在。
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１．紀の川の概要（出水の概要）

○ 昭和28年9月の台風13号、昭和34年9月の伊勢湾台風等による洪水により、紀の川市域、かつらぎ町域、橋本市域で堤防が
決壊し甚大な被害が発生。

○ 近年、昭和57年8月（台風10号及び台風9号くずれ低気圧）、平成2年9月（台風19号）でも、大きな浸水被害が発生。

家屋全半壊8戸、床上浸
水98戸、床下浸水202戸

6,420台風19号H2.9.20

床下浸水7戸4,810台風26号H6.9.30

床上浸水91戸、床下浸
水1,458戸

5,370台風10号及び
台風9号くずれ
低気圧

S57.8.2

床上浸水22戸、床下浸
水2,362戸

5,780台風20号S47.9.17

床上浸水398戸、床下浸
水3,588戸

5,400台風24号S40.9.17

家屋全半壊347戸、床上
浸水3,180戸、床下浸水
1,917戸

5,870伊勢湾台風S34.9.26

被害の状況

洪水流量
（m3/s）

船戸地点
原 因発生年月日

床上浸水2戸、床下浸水
9戸

3,760台風9号H9.7.26

家屋全半壊1,546戸、床
上浸水4,035戸、床下浸
水7,473戸

7,800台風13号S28.9.25

■既往洪水の概要

S28年9月洪水

麻生津地区の被害状況

S34年9月洪水

和歌山市南海橋の被害状況

S57年8月洪水

和歌山市直川地区の被害状況

おうづ

のうがわ
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１．紀の川の概要（改修の経緯）

○ 大正6年の大洪水を契機に紀の川改修計画を策定し、河口から岩出地点までの区間について国による改修工事に着手。

○ その後、昭和28年、34年の洪水を契機として計画を見直し、これまでに大滝ダム、紀の川大堰の建設をはじめ、築堤や河道

掘削、支川対策を実施。

紀の川改修の経緯
大正12年 ：紀の川改修計画策定

昭和25年 ：工事区間延長に伴う紀の川改修計画

変更

昭和34年9月 ：戦後最大洪水発生（伊勢湾台風）

昭和35年 ：紀の川修正総体計画策定

昭和40年4月 ：紀の川水系工事実施基本計画策定

計画高水流量 6,100m3/s〔船戸地点〕

昭和49年3月 ：紀の川水系工事実施基本計画改定

平成13年6月 ：紀の川流域委員会設置

平成17年11月 ：紀の川水系河川整備基本方針策定
計画規模1/150
計画高水流量 12,000m3/s〔船戸地点〕

平成23年10月 ：紀の川水系河川整備計画（原案） 公表

船岡山開削（和歌山県かつらぎ町）

平成元年度完了

紀の川大堰(和歌山県和歌山市）

平成22年度完成

大滝ダム（奈良県川上村）

平成24年度完成予定
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２．河川整備の概要（実施方針）

大滝ダムの洪水調節効果をふまえ、上下流バランスを確保しつつ治水安全度を向上。

○ 中上流部における狭窄部の解消（岩出頭首工、藤崎頭首工、小田頭首工）

○ 中上流部における堤防未整備箇所の解消（麻生津、慈尊院、九度山、上野、二見、野原西地区）

○ 河道掘削、樹木伐採による流下能力向上

現況河道における流下能力

戦後最大洪水流量（昭和34年9月洪水）

計画高水流量

計画高水流量

戦後最大洪水流量（昭和34年9月洪水）

左
岸

流
下

能
力

（
m

3 /s
）

右
岸

流
下

能
力

（
m

3 /s
）

貴
志
川

紀
伊
丹
生
川

①
橋
本
川

大
和
丹
生
川

上流区間中流区間下流区間

③岩出狭窄部 ⑤藤崎狭窄部 ⑦小田狭窄部

ＨＷＬ評価
スライドダウン

（堤防高－余裕高評価）

④上野地区 ②二見地区

②九度山地区 ②野原西地区④慈尊院地区④麻生津地区

⑥慈尊院地区 ⑧橋本地区

樹木伐採 樹木伐採

おうづ じそんいん くどやま こうずけ ふたみ のはらにし

樹木伐採

①
七
瀬
川
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２．河川整備の概要（実施方針）

当面（概ね７年間）で整備を予定の箇所

62.4k

④上野地区

（築堤）

③岩出頭首工

（狭窄部対策）

⑤藤崎頭首工

（狭窄部対策）

⑦小田頭首工

（狭窄部対策）

②二見地区

（築堤）

②野原西地区

（築堤）

②九度山地区

（築堤）

④慈尊院地区

（築堤）

④麻生津地区

（築堤）

①橋本川

（支川合流処理）

①七瀬川

（支川合流処理）

⑥慈尊院地区

（河道掘削）

⑧橋本地区

（河道掘削）

概ね３０年間で整備を予定の箇所

ななせ

いわで

ふじさき

おだ

はしもと

はしもと

こうずけ
ふたみ

のはらにし

くどやま

じそんいん

じそんいん

おうづ
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２．河川整備の概要（実施方針）

第１段階（概ね7年）

・支川七瀬川・橋本川において県実施の改修と連携し、支川の合流処理を実施。

・最下流部の岩出頭首工の改築とともに、治水安全度が低い中上流部の九度山、二見、野原西地区の堤防を整備（ＨＷＬ高の堤防整備）。

・東南海・南海地震等の発生に備え、樋門、堤防等の地震・津波対策（補強、遠隔制御化）を実施。

第２段階

・岩出狭窄部対策を完了させるとともに、中上流部の麻生津、慈尊院、上野地区の堤防を整備（ＨＷＬ高の堤防整備）。

・堤防の安全度が低い区間について、背後地の資産状況をふまえ、順次堤防強化を実施。

第3段階

・藤崎狭窄部対策を実施するとともに、中流部の麻生津、慈尊院地区の堤防を整備（完成堤防高まで嵩上げ）。

第4段階

・小田狭窄部対策を実施するとともに、中上流部の九度山、上野、二見、野原西地区の堤防を整備（完成堤防高まで嵩上げ）。

地震・津波対策

支川合流処理

狭窄部対策

（固定堰の可動堰化）

第３段階

(～概ね25年）

第２段階

（～概ね15年）

第１段階

（概ね7年間）

堤防強化

上流部

中流部

河道掘削

（
堤
防
未
整
備
区
間
）

築
堤

第４段階

（～概ね30年）
整備期間

（七瀬川）

（完成堤防への嵩上げ）

（完成堤防への嵩上げ）

（HWL高の堤防整備）

（二見、野原西地区）

（九度山地区） （麻生津、慈尊院地区）

（上野地区）

（慈尊院地区） （橋本地区）

くどやま ふたみ のはらにし

岩出頭首工

藤崎頭首工

小田頭首工

（HWL高の堤防整備）

（HWL高の堤防整備）（HWL高の堤防整備）

③

⑤

⑦

②

②

①

⑥

おうづ じそんいん こうずけ

ななせ

いわで

ふじさき おうづ じそんいん

おだ くどやま こうずけ ふたみ のはらにし

（橋本川）

（完成堤防への嵩上げ）

（九度山地区）（麻生津、慈尊院地区）

（上野、二見、野原西地区）

①

④

④

⑧
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２．河川整備の概要（九度山町九度山地区築堤）

○ 和歌山県九度山町域の九度山地区は堤防が未整備のため、流下能力は3,700m3/s程度。
○ 戦後最大洪水（昭和34年9月洪水）5,900m3/sを安全に流下させるため、築堤を実施。（当面、ＨＷＬ高による築堤とし、上下

流バランスをふまえ完成堤防高まで嵩上げ）

戦後最大洪水流下時の現況河道における浸水状況

くどやま

1:2
.0

H･W･L

1:2.0横断図

九度山地区

浸水面積 87ha

九度山町
九度山地区

44.0k

45.0k

46.0k

紀の川

撮影方向

浸水区域

平成23年9月出水状況

紀の川

平成１８年３月撮影

紀の川

紀の郷病院

当面整備※
将来整備

※暫定高による当面整備
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２．河川整備の概要（五條市二見地区、野原西地区築堤）

○ 奈良県五條市域の二見地区、野原西地区は堤防が未整備のため、流下能力は1,900m3/s程度。
○ 戦後最大洪水（昭和34年9月洪水）5,800m3/sを安全に流下させるため、築堤を実施。（当面、ＨＷＬ高による築堤とし、上下

流バランスをふまえ完成堤防高まで嵩上げ）

戦後最大洪水流下時の現況河道における浸水状況

平成23年9月出水状況

吉野川浄化センター

紀
の

川

のはらにしふたみ

吉野川浄化センター

二見地区 野原西地区

浸水面積 43ha 浸水面積 40ha

紀の川

五條市衛生センター

吉野川浄化センター

五條市衛生センター

59.0k

五條市
二見地区

五條市
野原西地区紀の川

59.0k

60.0k
60.0k

58.0k 58.0k

撮影方向

57.0k

57.0k

浸水区域

1:2
.0

H･W･L

1:2.0

二見地区

横断図

1:3.0 1:2.0 H･W･L

野原西地区

平成１８年３月撮影

当面整備※

将来整備

※暫定高による当面整備

将来整備

当面整備※

※暫定高による当面整備
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２．河川整備の概要（支川対策 七瀬川合流部)

○ 七瀬川は上流域が急速に市街化されている状況。
○ 現況流下能力は支川の計画高水流量180m3/sに対して14m3/s（10％程度）しかなく、平成7年7月、平成12年9月等の出水に

より浸水被害が発生。
○ 和歌山県実施の河道改修と連携し、鴨井樋門を改築し、洪水疎通能力を向上。

現況 ①鴨井樋門の改築

改修後

七瀬川

②平成7年7月出水状況

樋門の洪水疎通能力を14m3/s（2門）から180m3/s（4門）に向上。

和歌山市
小豆島地区

紀の川

9.0k

10.0k七瀬川

11.0k

南田井ノ瀬橋

北田井ノ瀬橋

撮影方向②

鴨井樋門

撮影方向①

（戸）

0

185

0

30

60

90

120

150

180

改修前 改修後

床下・床上
浸水解消

（185戸→0戸）
※H7洪水を対象

事業効果

185

０

平成１８年３月撮影

平成２３年２月撮影
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２．河川整備の概要（支川対策 橋本川合流部)

○ 橋本市の市街地を流れる橋本川は、川幅が狭く堤防高が不足しているため、平成7年7月の洪水では浸水被害が発生。

○ 和歌山県の河道改修や橋本市の土地区画整理事業と連携して、橋梁架替及び堤防拡幅を実施し、洪水疎通能力を向上。
（流下能力520m3/s→620m3/s）

橋
本
川

平成7年7月出水状況

紀の川

橋
本

川

50.0k

撮影方向

49.8k

50.2k

49.6k

橋本橋
橋本川改修状況

拡幅前（H6年1月撮影)
流下能力 520m3/s

橋
本

川

紀の川

拡幅中（H19年3月撮影）
流下能力 620m3/s

（戸）

0

117

0

30

60

90

120

改修前 改修後

事業効果

床下・床上
浸水解消

（117戸→0戸）
※H7洪水を対象

117

０

橋
本

川
紀の川

平成１８年３月撮影

橋本市
橋本地区 国道24号
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H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

（億円）

３．事業の必要性等に関する視点

○ 紀の川の氾濫源を含む沿川市町の近10カ年（平成12年から平成22年）までの総人口は4.7％減少し、総世帯数は9.6％増加。
また、総資産額は5.1％増であり、社会情勢に大きな変化はありません。

9.6％増260,021237,185
総世帯数

（世帯）

4.7％減612,137642,211
総人口

（人）

増減H22H12

5.1％増97,11892,373
総資産額

（億円）

増減H22H12

紀の川沿川の市町の総人口・総世帯数

（１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

人口(人)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

世帯数(世帯）人口 世帯数

紀の川沿川の市町の総資産額

※統計データが不足しているため、資産額の一部で含まれていない自治体がある。
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３．事業の必要性等に関する視点

［残事業費］

平成２４年度以降の整備費用を±１０％変動。維持管理費の変動は行わない。

［残工期］

紀の川では 河川整備計画を検討中であり、整備期間、残事業のいずれも平成２４年度以降３４年間となる。

＋１０％のケースは残工期を３７年間に、－１０％のケースは残工期を３１年間として設定。

［資産］

一般資産被害額、農作物被害額、公共土木施設等被害額を±１０％変動。

基本
残事業費 残工期 資産

+10% -10% +10% -10% +10% -10%

事業全体 4.23 3.85 4.70 4.18 4.10 4.64 3.82

当面（７年間）
の事業

1.17 1.07 1.30 1.23 1.08 1.28 1.06

○ 治水経済調査マニュアル（案）（平成１７年４月 河川局）に基づき算出した「事業全体の費用便益比」は4.2、また、「当面（７年
間）における事業の費用便益比」は1.2。

○ 事業全体、残事業、当面（７年間）の事業のそれぞれについて、残事業費、残工期をそれぞれ±10％変動させた場合のＢ／Ｃ
を算定した結果、いずれの影響要因についてもＢ／Ｃは1.0を上回る。

（２）事業の投資効果

■感度分析結果（費用便益比（B/C））

※河川整備計画（原案）はH23公表（事業はH24着手）のため残事業と事業全体の事業期間は同じとなる。
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３．事業の必要性等に関する視点

○ 事業の費用便益比は、治水経済調査マニュアル（案）（平成１７年４月 河川局）に基づき、洪水に対する浸水被害軽減額を総

便益とし、これに要する整備費用及び維持管理費を総費用として算出。

想定氾濫区域の設定 総事業費（建設費）の算出

想定被害額の算出

維持管理費の算出

総費用（C）の算出

年平均被害軽減期待額

残存価値の算出

総便益（B)の算出

総便益（Ｂ）

費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出

＊費用は年４％の社会的割引率及びデフレーターを
考慮して現在価値化している

・ 計画規模の洪水及び発生確率が異なる流量規模に
より氾濫ブロック毎に氾濫計算を実施

（本川）整備期間 H24～H57（34年）
河道条件等 H23末現況河道
対象洪水波形 S34.9洪水
対象規模 1/2, 1/3, 1/5, 1/10, 1/30, 1/50,

1/100, 1/150, （8ケース）
（七瀬川）河道条件等 H23末現況河道

対象降雨波形 中央集中型モデル
対象規模 1/2,1/5,1/10,1/20,1/30,1/50

(6ｹｰｽ)

・ 事業費の算出は、事業着手時点から現在まで
の実績事業費と現在から完成までの残事業費
を合算して総事業費を算出

・ 流量規模別に各氾濫ブロック毎の被害額を算出

〔直接被害〕

一般資産被害（家屋、家庭用品、事業所資産等）
農作物被害
公共土木施設被害

〔間接被害〕

営業停止損失
家庭における応急対策費用
事業所における応急対策費用

〔氾濫被害額〕

・ 事業を実施無い場合（Without）と事業を実施した場
合（With）の氾濫被害額の差分（算定手法が確立され
ている流下能力向上の効果のみ計上し、手法が確立
していない地震・津波対策や堤防の質的評価は含ま
れない）

〔年平均被害軽減期待額〕

・ 被害軽減額に洪水の生起悪率を乗じた流量規模別
年平均被害額を累計し算出

・ 事業期間に加え、事業完了後50年間を評価対象期
間として、年平均被害軽減期待額に残存価値を加え
総便益とする

・ 残存価値は整備期間内に取得した斐償却資産と整
備した償却資産を対象とし、施設完成後の対象期間
に計上

＊便益は年４％の社会的割引率を考慮して現在価値
化している

総費用（C）

維持管理費の算出は以下による

〔事業期間内〕

・ 各年の整備内容に応じた維持管理費を近年
（平成18年～平成22年）の実績から建設費に対
する維持管理費の平均比率を求め算出し計上

〔事業完了後、50年間〕

・ 事業期間内（３４年間）の総維持管理費から年
当たりの維持管理費を算出し計上

（２）事業の投資効果
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３．事業の必要性等に関する視点

○ 事業の費用便益比は、治水経済調査マニュアル（案）（平成１７年４月 河川局）に基づき、洪水に対する浸水被害軽減額によ

り求める便益に評価期間末における施設の残存価値を加算したものを総便益とし、これに要する整備費用及び維持管理費を
総費用として算出。

（２）事業の投資効果

便益
（百万円）

費用
（百万円）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

維持管理費

建設費

現在価値

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

H
2
3

H
2
8

H
3
3

H
3
8

H
4
3

H
4
8

H
5
3

H
5
8

H
6
3

H
6
8

H
7
3

H
7
8

H
8
3

H
8
8

H
9
3

H
9
8

H
1
0
3

便益

現在価値

整備期間３４年（H24～H57） 評価対象期間５０年（H58～H107）
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３．事業の必要性等に関する視点

○ 治水経済調査マニュアル（案）（平成１７年４月 河川局）に基づき算出した「事業全体の費用便益比」は4.2。
※ 河川整備計画（原案）はH23公表のため、残事業と事業全体の事業期間は同じとなる。

総便益（①＋②）

残存価値

（現在価値化）

年平均被害軽減期待額

③1,838億円

②1億円

①1,837億円

125億円

■便益（B）

⑤66億円（現在価値化）

総費用（④＋⑤）

維持管理費

（現在価値化）

建設費

⑥435億円

206億円

④369億円

637億円

■費用（C）

施設完成後の評価期間

整備期間

評価基準年

50年（平成58年～平成107年）

34年（平成24年～平成57年）

平成23年

■評価対象

事業全体の費用対効果

建設費

（参考 前回再評価時B/C ≒1.5）

③／⑥1,838/435≒4.2

■費用便益比（B/C)

（２）事業の投資効果
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３．事業の必要性等に関する視点

当面（７年間）における事業の費用対効果

○ 治水経済調査マニュアル（案）（平成１７年４月 河川局）に基づき算出した「当面（７年間）における事業の費用便益比」は1.2。

総便益（①＋②）

残存価値

（現在価値化）

年平均被害軽減期待額

③235億円

②2億円

①233億円

12億円

■便益（B）

⑤105億円（現在価値化）

総費用（④＋⑤）

維持管理費

（現在価値化）

建設費

⑥200億円

270億円

④95億円

112億円

■費用（C）

施設完成後の評価期間

整備期間

評価基準年

50年（平成31年～平成80年）

7年（平成24年～平成30年）

平成23年

■評価対象

建設費 ③／⑥235/200≒1.2

■費用便益比（B/C)

（２）事業の投資効果
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［ ］ 現在価値化前の建設費＋維持管理費

主な要因変化倍率
平成２３年度

再評価

平成20年度

再評価
項目

約0.2倍［843億円］［4,278億円］

平成20年度評価は河川整備基本方針を対象としてい
たが、平成23年度評価では河川整備計画をしている
ことによる費用の減

約0.4倍435億円1,232億円

総費用（Ｃ）

平成20年度評価は河川整備基本方針を対象としてい
たが、平成23年度評価では河川整備計画として、概
ね30年間での具体的な整備手順に基づき優先度の高
い事業を段階的に効果を発現させつつ便益を計上し
たことによる増

約1.0倍1,838億円1,791億円総便益（Ｂ）

下記便益と総費用の関係による約2.8倍4.21.5Ｂ／Ｃ

■ 費用対効果の分析（前回との比較）

３．事業の必要性等に関する視点

○ 前回の事業再評価（平成２０年）と今回の事業再評価（平成２３年）における費用便益比（Ｂ／Ｃ）は、約２．８倍の差があるが、
その要因は主に以下の理由による。

総便益（Ｂ） ；
平成20年度評価は河川整備基本方針を対象としていたが、平成23年度評価では河川整備計画を対象としていることによ

る便益の増
総費用（Ｃ） ；

平成20年度評価は河川整備基本方針を対象としていたが、平成23年度評価では河川整備計画を対象としていることによ
る費用の減

（２）事業の投資効果
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３．事業の必要性等に関する視点
（２）事業の投資効果

○ 紀の川の現況の治水安全度は1/2未満であり、計画規模（1/150）の降雨が生じた場合、堤防の決壊により7,070haが浸水し
浸水家屋は約6万9千戸、被害額は2.8兆円と推測されるが、河川整備計画において予定している事業の実施により戦後最大洪
水による浸水被害は解消される。

現況河道における氾濫想定（戦後最大洪水：伊勢湾台風） ※大滝ダム供用

凡例
：0.0m～0.5m
：0.5m～1.0m
：1.0m～2.0ｍ

：2.0m～5.0m
：5.0m以上

紀の川大堰

岩出頭首工

藤崎頭首工

小田頭首工

和歌山市

岩出市

紀の川市

かつらぎ町

高野町

九度山町

橋本市

五條市

現況河道における氾濫想定（計画規模1/150の降雨）

河川整備計画において予定事業を実施後の氾濫想定
（計画規模1/150の降雨） ※大滝ダム供用

凡例
：0.0m～0.5m
：0.5m～1.0m
：1.0m～2.0ｍ

：2.0m～5.0m
：5.0m以上

紀の川大堰

岩出頭首工

藤崎頭首工

小田頭首工

和歌山市

岩出市

紀の川市

かつらぎ町

高野町

九度山町

橋本市

五條市

凡例
：0.0m～0.5m
：0.5m～1.0m
：1.0m～2.0ｍ

：2.0m～5.0m
：5.0m以上

紀の川大堰

岩出頭首工

藤崎頭首工

小田頭首工

和歌山市

岩出市

紀の川市

かつらぎ町

高野町

九度山町

橋本市

五條市

浸水面積 約6,600ha
浸水区域内人口 約165,800人
浸水区域内家屋数 約63,400戸
被害総額 約22,700億円

約470ha減少
約13,700人減少
約5,200戸減少
約5,500億円減少

浸水面積 約7,070ha
浸水区域内人口 約179,500人
浸水区域内家屋数 約68,600戸
被害総額 約28,200億円

凡例

：0.0m～0.5m
：0.5m～1.0m
：1.0m～2.0ｍ

：2.0m～5.0m
：5.0m以上

紀の川大堰

岩出頭首工

藤崎頭首工

小田頭首工

和歌山市

岩出市

紀の川市

かつらぎ町

高野町

九度山町

橋本市

五條市

凡例

：0.0m～0.5m
：0.5m～1.0m
：1.0m～2.0ｍ

：2.0m～5.0m
：5.0m以上

凡例

：0.0m～0.5m
：0.5m～1.0m
：1.0m～2.0ｍ

：2.0m～5.0m
：5.0m以上

紀の川大堰

岩出頭首工

藤崎頭首工

小田頭首工

和歌山市

岩出市

紀の川市

かつらぎ町

高野町

九度山町

橋本市

五條市

紀の川大堰

岩出頭首工

藤崎頭首工

小田頭首工

和歌山市

岩出市

紀の川市

かつらぎ町

高野町

九度山町

橋本市

五條市

河川整備計画における予定事業の

実施により家屋浸水被害は解消

浸水面積 約1,640ha
浸水区域内人口 約16,700人
浸水区域内家屋数 約5,700戸
被害総額 約2,460億円

浸水面積 0ha
浸水区域内人口 0人
浸水区域内家屋数 0戸
被害総額 0億円

約1,640ha減少
約16,700人減少
約5,700戸減少
約2,460億円減少
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４．事業の進捗の見込みの視点

○ 紀の川水系の河川整備は、上下流・左右岸バランスを確保しつつ、水系全体の治水安全度を向上させるべく、計画的に実施。

○ 河川整備計画については、現在、策定作業を進めており、学識経験者や流域住民の意見を聞いたうえで速やかに策定する
予定。
※ 平成23年10月に｢紀の川水系河川整備計画（原案）｣を公表

○ 河川整備計画（原案）における事業の実施により、流下能力不足延長24.6km、堤防未整備箇所の延長6.7km、堤防の安全
度が低い延長21.4kmを解消する予定。

○ 今後の事業にあたっても、沿川住民との合意形成をはかりつつ、社会情勢の変化に留意のうえ、計画的に実施。

現況における安全度が確保

概ね30年後に安全度が確保

67.6km
76.0%

21.4km
24.0%

＊洪水による堤体への浸透に対する安
全性を確保済みの区間延長

堤防強化（浸透対策）必要延長（km）

現況における戦後最大流量確保

概ね30年後に戦後最大流量確保

43.4km
63.8%

24.6km
36.2%

＊流下能力確保済み区間延長（堤防整
備状況を考慮）の左右岸の平均

流下能力確保延長（km）

現況における完成堤防

概ね３０年後に堤防は完成

現況における暫定堤防

＊所要の高さ、断面の両方を確保済みの
区間延長

＊暫定堤防は高さ、断面のいずれかが
不足する堤防

堤防整備延長（km）

85.3km
78.8%

16.2km
15.0%

6.7km
6.2%
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５．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点（代替案の比較）

○ 河川整備計画では、戦後最大洪水（船戸地点8,500m3/s）を安全に流下させることが目標。

○ この目標を達成する代替案について、河川整備基本方針に沿った代替案を比較した結果、現行の整備内容が土地改変の程
度、地域社会への影響、経済性等の観点から優位。

・土地改変の程度、地域社会への
影響、経済面における観点から、実
現性は低い。

×

－

－

・約1,202億円

・ダム単独では整備計画目標規模
の確保が困難。

・ダムの定期的な点検・修繕
・貯水池内堆砂や流木等の処理

・地元の合意形成に多大な時間を
要する。

・ダムサイト付近の景観の改変やダ
ム貯水池の生物生息環境への影
響に対する対応が必要。

・面積約78ha
貯水池となる山林の改変並びに8
戸の家屋移転が発生。

・治水ダムにより、船戸地点で約
150m3/sを調節する案
・ダム（V=729千m3）
・築堤 ： ６箇所
・河道掘削 ： ５箇所

（V=6,358千m3）

ダム案(治水専用ダム)

・土地改変の程度、地域社会への影
響、経済面における観点から、実現性
は低い。

×

－

－

・約1,002億円

・遊水地単独では整備計画目標規模
の確保が困難 。

・本川堤、越流堤、周囲堤の定期的な
点検・修繕
・排水樋門の点検・修繕
・洪水時湛水後の遊水池内の清掃

・用地買収・家屋移転が莫大となり、
調整に多大な時間を要する。

・莫大な用地買収・家屋移転が発生す
るため、地域のｺﾐｭﾆﾃｨｰや景観等の
改変に対する対応が必要。

・遊水地面積約128ha
遊水地となる約390件の建物補償が
発生。

・4箇所の遊水地の設置により、岩出
地点の流下能力の不足量2,300m3/s
うち約350m3/sを調節する案
・遊水地 ： ４箇所
・築堤 ： ６箇所
・河道掘削 ： ５箇所（V=6,358千m3）

遊水地案堰改築案引堤案

－－備考

・整備計画目標規模が確保できる。・整備計画目標規模が確保できる。治水効果

・流下能力確保のための堆積土砂の
除去
・堤防・護岸の定期的な点検・修繕
・堰の点検・修繕

・流下能力確保のための堆積土砂の除
去
・堤防・護岸の定期的な点検・修繕

維持管理

・河道内での対応となることから、管理
者との調整は必要なものの、用地買収
等の必要がないため計画期間内の実
現性が高い。

・用地買収・家屋移転が莫大となり、調
整に多大な時間を要する。

計画期間内
の実現性

・堰の改築方法によっては、景観の改
変、貯水池の生物生息環境へ影響を
与える可能性がある。

・莫大な用地買収・家屋移転が発生す
るため、地域のｺﾐｭﾆﾃｨｰや景観等の改
変に対する対応が必要。

地域社会へ
の影響

・堤内側の改変なし・引堤 ： 最大約300m
引堤により、約340件の家屋移転が発
生。

土地改変の
程度等

－－その他

・土地改変の程度、地域社会への影響、
経済性等における観点から、実現性は
高い。

○

・土地改変の程度、地域社会への影響、
経済面における観点から、実現性は低
い。

×

検討結果

・約637億円・約1,143億円事業費

・3箇所の狭窄部対策として、堰の改築
により、HWL以下で流下させる案
・堰改築 ： ３箇所
・築堤 ： ６箇所
・河道掘削 ： ５箇所（V=6,358千m3）

・3箇所の狭窄部付近で、最大約300m
の引堤と基本方針河道までの掘削を行
い、HWL以下で安全に流下させる案。
・引堤 ： ３箇所
・築堤 ： ６箇所
・河道掘削 ： ５箇所（V=6,358千m3）

整備内容

■代替案における整備メニューの概要
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○ 河川整備におけるコスト縮減については、これまでも、河道掘削等による発生土の築堤盛土への流用等、あらゆる場面でコ

ストを縮減。

○ 紀の川では、当面、治水安全度の低い五條市、九度山町域の築堤を実施する予定。

○ 築堤にあたっては、相当量の盛土材料が必要であり、掘削残土等を有効活用し、コスト縮減を図る。

５．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点（コスト縮減）

支川合流処理（鳴滝川）での建設発生土の有効利用におけるコスト縮減の事例

河道掘削状況（紀の川大堰事業） 築堤盛土状況（鳴滝川合流処理）

土砂流用

縮減方策の概要

河道掘削により生じた発生土を盛土工に再利用することにより、コストを縮減。

0.2億円のコストを縮減
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６．自治体の意見等

◆奈良県◆ （平成２３年１１月２８日付 河第２６２号）

紀の川（吉野川）は、昭和34年の伊勢湾台風を始め、これまでたびたび重なる洪水被害が発生しています。

本県にとって、紀の川直轄河川改修事業は流域住民の安全・安心を確保するために重要な事業であり、事業の継続をお願い
します。

なお、事業の実施にあたっては、コスト縮減に留意しつつ、計画的・効率的に実施されるようお願いします。

◆和歌山県◆ （平成２３年１１月２５日付 県総第４２４号）

紀の川直轄河川改修事業は、流域住民の安全、安心を確保するために重要な事業であり、対応方針（原案）のとおり事業継続
が妥当と考えます。

なお、河川整備計画について早急に策定されるとともに、狭窄部である井堰の改修、堤防未整備箇所の解消及び支川対策な
ど、更なる事業の推進をお願いします。
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（１）事業の必要性等に関する視点

○ 紀の川の氾濫源を含む沿川市町の近10カ年（平成12年から平成22年）までの総人口は4.7％減、総世帯数は9.6％増、
また、総資産額は5.1％増であり、社会情勢に大きな変化はありません。

○ 紀の川の現況の治水安全度は1/2未満であり、計画規模（1/150）の降雨が生じた場合、堤防の決壊により7,070haが浸
水し浸水家屋は約6万9千戸、被害額は2.8兆円と推測される。

○ 本事業の費用対効果（Ｂ／Ｃ）は事業全体で4.2、当面（７年間）における事業では1.2。

紀の川では、狭窄部や堤防未整備などにより流下能力が不足しており、戦後最大洪水などが発生した場合、甚大な被害

が生じると考えられる。

この想定被害に対して、本事業の整備効果は有効であると認められることから「事業継続が妥当」である。

（３）コスト縮減や代替案等の可能性の視点

（２）事業の進捗の見込みに関する視点

○ 平成17年11月に紀の川水系河川整備基本方針を策定。平成23年10月には、「紀の川改修整備計画（原案）」を公表し、

上下流・左右岸バランスを確保しつつ、計画的に治水安全度の向上を図る予定。
○ 今後の事業の実施にあたっても、沿川住民との合意形成をはかりつつ、社会情勢の変化に留意のうえ、計画的に進める

予定。
○ 河川整備計画（原案）における事業の実施により流下能力不足延長24.6km、堤防未整備箇所の延長6.7km、堤防の安

全度が低い延長21.4kmを解消する予定。

○ 「紀の川改修整備計画（原案）」における整備目標に対する代替案について、比較した結果、現行の整備内容が土地改
変の程度、地域社会への影響、経済性等の観点から優位。

○ 河川整備におけるコスト縮減については、あらゆる場面でコスト縮減に努めており、掘削残土等を有効活用し、コスト縮減
を図る予定。

７．対応方針（原案）

対応方針（原案）
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様式－５ 費用対便益　（当面事業　工期+10%） 水系名：紀の川 河川名：紀の川 単位：百万円
便益 費用

便益① 建設費③ 維持管理費④ 計③+④ 費用便益比 純現在価値 備考
便益 現在価値 残存価値 計 費用 現在価値 費用 現在価値 費用 現在価値 Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ

② ①＋②

0 H23 1.000 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 H24 0.962 0.0 0.0 920.5 885.5 284.4 273.6 1,204.9 1,159.1 大滝ダム建設完了

2 H25 0.925 7.2 6.7 1,296.3 1,199.0 400.5 370.5 1,696.8 1,569.5

3 H26 0.889 54.7 48.6 1,422.6 1,264.7 439.6 390.8 1,862.2 1,655.5

4 H27 0.855 113.6 97.1 1,417.1 1,211.6 437.9 374.4 1,855.0 1,586.0

5 H28 0.822 779.3 640.6 1,443.8 1,186.8 430.8 354.1 1,874.6 1,540.9

6 H29 0.790 884.8 699.0 1,529.5 1,208.3 434.1 343.0 1,963.6 1,551.3

7 H30 0.760 991.2 753.3 1,579.0 1,200.0 442.0 335.9 2,021.0 1,535.9

8 H31 0.731 1,099.6 803.8 1,587.3 1,160.3 441.8 323.0 2,029.0 1,483.3

9 H32 0.703 1,244.2 874.7 413.9 291.0 413.9 291.0

10 H33 0.676 1,244.2 841.1 413.9 279.8 413.9 279.8

11 H34 0.650 1,244.2 808.8 413.9 269.0 413.9 269.0

12 H35 0.625 1,244.2 777.6 413.9 258.7 413.9 258.7

13 H36 0.601 1,244.2 747.8 413.9 248.8 413.9 248.8

14 H37 0.577 1,244.2 717.9 413.9 238.8 413.9 238.8

15 H38 0.555 1,244.2 690.6 413.9 229.7 413.9 229.7

16 H39 0.534 1,244.2 664.4 413.9 221.0 413.9 221.0

17 H40 0.513 1,244.2 638.3 413.9 212.3 413.9 212.3

18 H41 0.494 1,244.2 614.7 413.9 204.5 413.9 204.5

19 H42 0.475 1,244.2 591.0 413.9 196.6 413.9 196.6

20 H43 0.456 1,244.2 567.4 413.9 188.7 413.9 188.7

21 H44 0.439 1,244.2 546.2 413.9 181.7 413.9 181.7

22 H45 0.422 1,244.2 525.1 413.9 174.7 413.9 174.7

23 H46 0.406 1,244.2 505.2 413.9 168.0 413.9 168.0

24 H47 0.390 1,244.2 485.3 413.9 161.4 413.9 161.4

25 H48 0.375 1,244.2 466.6 413.9 155.2 413.9 155.2

26 H49 0.361 1,244.2 449.2 413.9 149.4 413.9 149.4

27 H50 0.347 1,244.2 431.7 413.9 143.6 413.9 143.6

28 H51 0.333 1,244.2 414.3 413.9 137.8 413.9 137.8

29 H52 0.321 1,244.2 399.4 413.9 132.9 413.9 132.9

30 H53 0.308 1,244.2 383.2 413.9 127.5 413.9 127.5

31 H54 0.296 1,244.2 368.3 413.9 122.5 413.9 122.5

32 H55 0.285 1,244.2 354.6 413.9 118.0 413.9 118.0

33 H56 0.274 1,244.2 340.9 413.9 113.4 413.9 113.4

34 H57 0.264 1,244.2 328.5 413.9 109.3 413.9 109.3

35 H58 0.253 1,244.2 314.8 413.9 104.7 413.9 104.7

36 H59 0.244 1,244.2 303.6 413.9 101.0 413.9 101.0

37 H60 0.234 1,244.2 291.2 413.9 96.9 413.9 96.9

38 H61 0.225 1,244.2 280.0 413.9 93.1 413.9 93.1

39 H62 0.217 1,244.2 270.0 413.9 89.8 413.9 89.8

40 H63 0.208 1,244.2 258.8 413.9 86.1 413.9 86.1

41 H64 0.200 1,244.2 248.8 413.9 82.8 413.9 82.8

42 H65 0.193 1,244.2 240.1 413.9 79.9 413.9 79.9

43 H66 0.185 1,244.2 230.2 413.9 76.6 413.9 76.6

44 H67 0.178 1,244.2 221.5 413.9 73.7 413.9 73.7

45 H68 0.171 1,244.2 212.8 413.9 70.8 413.9 70.8

46 H69 0.165 1,244.2 205.3 413.9 68.3 413.9 68.3

47 H70 0.158 1,244.2 196.6 413.9 65.4 413.9 65.4

48 H71 0.152 1,244.2 189.1 413.9 62.9 413.9 62.9

49 H72 0.146 1,244.2 181.7 413.9 60.4 413.9 60.4

50 H73 0.141 1,244.2 175.4 413.9 58.4 413.9 58.4

51 H74 0.135 1,244.2 168.0 413.9 55.9 413.9 55.9

52 H75 0.130 1,244.2 161.8 413.9 53.8 413.9 53.8

53 H76 0.125 1,244.2 155.5 413.9 51.7 413.9 51.7

54 H77 0.120 1,244.2 149.3 413.9 49.7 413.9 49.7

55 H78 0.116 1,244.2 144.3 413.9 48.0 413.9 48.0

56 H79 0.111 1,244.2 138.1 413.9 45.9 413.9 45.9

57 H80 0.107 1,244.2 133.1 413.9 44.3 413.9 44.3

58 H81 0.103 1,244.2 128.2 413.9 42.6 413.9 42.6

合計 66,142.3 22,580.1 214.0 22,794.1 11,196.0 9,316.2 24,006.5 9,262.3 35,202.5 18,579.0 1.23 4,215.1
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